
 

（様式第１号） 

  年  月  日 

 

河内長野市都市計画マスタープラン及び 

立地適正化計画改定業務プロポーザル参加表明書 

 

河内長野市長 様 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名           ㊞ 

 

 

河内長野市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画改定業務に係るプロポーザル実

施要領に基づき、参加を表明します。 

また、参加表明にあたり、河内長野市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画改定業

務に係るプロポーザル実施要領「３．参加資格要件」の各号に掲げるすべての要件に該当す

ることを誓約し、後日誓約した内容と異なる事実が判明した場合は、本提案に係る参加資格

を取り消されることについて、異議を申し立てません。 

 

担当部署名  

担当者役職  

担当者氏名  

電話番号  

電子メール  

 

 

※共同企業体（ＪＶ）による参加の場合 

代表企業  

構成企業  

 

  



 

（様式第２号） 

会社概要書 

商号または名称  

代表者名  

所在地  

本件の担当部署 

（担当部署名）   

（担当者職･氏名）   

（住所）   

（電話）   

（ＦＡＸ）   

（Ｅ-Mail）   

設立年月日  

資本金  

売上高  

従業員数 

（令和 7年 4月 1日現在） 

 

 

業務概要 

 

 

 

特色・備考等 

 

 

 

※ 最新の情報を記入して下さい。 

※ 従業員数は、社内の人数を記入して下さい。 

※ Ａ４版（上記様式）１ページに記入して下さい。 



 

（様式第３号） 

年  月  日 

業務実績報告書 

 

会社名                 

 

平成 27 年 4 月 1 日から令和 7年 3月 31 日までの間で、地方公共団体等から受託

した「河内長野市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画改定業務仕様書」と

同規模・同種または類似業務の実績すべてを記述すること。 

※提案事業者単体の受託実績とし、グループ会社での受託実績は含めない。 

※受託期間について、２期以上連続して受託している場合はその連続した期間を記

入すること。また、現在履行中の業務は、その契約終了期間までを受託期間とし

て記入すること。 

項

番 

自治体名

等 
受託期間 受託業務 業務内容（※1） 

1  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

2  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

3  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

4  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

5  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

6  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

7  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

8  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

9  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

10  
   年  月～   

年  月 
 Ａ・Ｂ・Ｃ 

※1 Ａ：都市計画マスタープラン  Ｂ：立地適正化計画  Ｃ：３Ｄ都市モデル   

に係るものとし、該当する内容すべてに丸をつけること。 

※2 欄が不足する場合は適宜記入欄を広げること。 

  



 

（様式第４号） 

年  月  日 

 

暴力団員等に該当しないことの誓約書及び同意書 

 

河内長野市長 様 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名           ㊞ 

 

 

河内長野市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画改定業務に係るプロポーザル実

施要領に基づく参加表明にあたり、河内長野市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力

団員及び同条第３号に規定する暴力団密接関係者のいずれにも該当しないことを誓約しま

す。 

また、役員に排除対象者がいないことを確認するため、本様式に記載された情報を大阪府

警察本部に照会することに同意します。 

 

 

役員氏名一覧表 

令和 7年 4月 1日現在の役員 

役職名 
（ふりがな） 

氏   名 
生年月日 性別 住   所 

     

     

     

     

     

     

     

     

  



 

（様式第５号） 

  年  月  日 

企 画 提 案 書 

 河内長野市長 様 

所在地  

商号又は名称  

代表者職氏名  

 

河内長野市都市計画マスタープラン及び立地適正化計画改定業務について、以下のとおり

企画提案書等を提出します。 

 

（１）提案書表紙（本紙） 

（２）企画提案書（任意様式）※ただし下記①～④については、それぞれ提案すること。 

  ①改定支援についての取組 

   ●本市の特性や本業務に対する理解及び分析と、それらを踏まえた本業務遂行の 

基本的な姿勢・考え方 

●関係施策の収集・整理、都市計画に関する基礎調査及び現行計画の総括の考え方・手

法 

●現状分析及び計画改定の考え方・手法 

●スポーツ施設の再編に向けた検討の考え方・手法 

  ②３D都市モデルに関する提案 

   ●３D都市モデルを活用した意見徴収の考え方・手法 

●３D都市モデルを活用した防災指針検討の考え方・手法 

●その他３D都市モデルのユースケースの開発の考え方・手法 

③独自提案 

   ●計画の改定に向けた独自提案 

  ④業務実施体制について 

   ●提案内容を実施するための組織体制・配置人員 

（３）管理責任者報告書（様式第６号） 

●本業務に係る配置予定の管理者、主担当者の業務実績等について記載すること。 

（４）見積書（任意様式）※令和 7年度、令和 8年度に分けること。 

 

 

連絡担当者 

所 属・氏 名  

電 話 番 号  

メールアドレス  

 

  



 

（様式第６号） 

管理責任者報告書 

                                               

会社名（                 ） 

氏 名 
所 属 

役 職 

担当する 

業務 

 実務 

 経験 

 年数 

同類業務実績 

業務名 発注機関 履行期間 職務内容 

管理責任者 

    ・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

担当者 

（主担当者）    ・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

        

        

        

 
※業務実績は、管理責任者及び主担当者の代表的な同種業務の実績について、記載すること。 

※実務経験年数は、提出日現在で記載すること。 
※職務内容は、業務上の内容や役割を記載すること。 

※共同企業体（ＪＶ）の場合、適宜記入欄を追加し、構成企業ごとに記載すること。             


